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國學院大學の学士課程教育に関する考察テンプレート
IRとFDの視点による論文
國學　大学
國學院大學教育開発推進機構
【要　旨】
これは『國學院大學教育開発推進機構紀要』のテンプレートです。研究論文、研究ノート、取り組みレポートは原則としてこのテンプレートを参考に論文を執筆してください。以下では段組や余白といったレイアウトの詳細の説明を行います。

なおこの部分には、日本語要旨を執筆してください。和文フォントはMS明朝、英文フォント（英数字）はTimes New RomanまたはCentury（半角）とし、フォントサイズは10ポイントで執筆してください。なお日本語要旨の字数制限は400〜500字程度とします。

【キーワード】

学士課程教育、３ポリシー、IR、FD、大学改革（フォント・フォントサイズは要旨と同じ。5つ以内）

１.全体

レイアウトは、内容種別（研究論文・研究ノート、取り組みレポート）を問わず、A4縦置き・横書きとし、上下30mm、左右25mmの余白を設け、50字×40行に設定すること。分量は400字詰め原稿用紙に換算して、研究論文が30〜50枚程度、研究ノートが20〜30枚程度、取り組みレポートが15〜30枚程度とする。以上の分量には、タイトル、氏名、所属、日本語要旨、キーワード、図表（１行あたり50字に換算）、注、参考文献等のすべてを含むこととする。なお分量に関して、編集委員会の判断によっては、この限りではない。
２．タイトル・要旨
（１）タイトル表記
タイトルのフォントはMSゴシックとし、フォントサイズは14ポイントとする。なお副題も同様にMSゴシックとするが、ポイントは12ポイントとする。文字列は中央にそろえること。また英数字はTimes New RomanまたはCenturyとする。
（２）名前表記

名前のフォントはMS明朝とする。フォントサイズは12ポイントとする。所属も明記すること。所属のフォントはMS明朝、サイズは10ポイントとする。
（３）要旨
日本語要旨については、上記を参考に執筆すること。英文要旨については、テンプレートに従い執筆すること。なお語数は150〜250語程度、英文フォント（英数字）はTimes New RomanまたはCentury（半角）とし、フォントサイズは10ポイントとする。

英文タイトルとともに日本語タイトル、またキーワードも付すこと。
英文要旨については、採択決定後、英語教員によるチェックを行う。このチェックでは、内容の確認はせずに、文法・語法等の確認のみ行う。そのためテンプレートにあるように、日本語要旨を必ず付すこと。
３．本文

（１）レイアウト

本文のフォントはMS明朝で、フォントサイズは10.5ポイントとする。英数字はTimes New RomanまたはCenturyとする。平成29年度より内容種別（研究論文・研究ノート、取り組みレポート）を問わず、横1段組とする。1行あたり50字に設定すること。本文中、和文では句読点は「。」と「、」を使用すること。
（２）見出し表記
見出しは、章と節までとする。章と節のフォントはMSゴシックとし、章のフォントサイズは11ポイント、節のフォントサイズは10.5ポイントとする。章および節の番号は、それぞれアラビア数字（全角）を用いること。章見出しの場合は全角ピリオド「．」を、節見出しの場合は全角括弧（　）で示すこと。
なお章見出しは、上を一行空けること。節見出しの場合は、空ける必要はない。直後から執筆すること。
３．図表
図表は原則として、その図表が意味する内容を最初に示すページと同じページに、配置すること。

図表は読み手を考慮し、図表中の文字・数字が極端に小さくなる、または大きくなるといったことは避けること。

貼り付けた図表の上下左右に空白が生じた場合、その余白部分に文字を挿入することは控えること。なお作成した図表が1つの場合でも、図1または表1などと、図表名を明示すること。
査読の結果、投稿論文が採択された場合は、編集委員会の指示に従って、本文中で用いた図表を一つにまとめた上で、電子ファイルとして提出すること。その際、本文中の図表がどの図表であるか、判別できるように留意すること。

４．引用
（１）本文中での引用
書籍、学術論文、その他刊行物（電子媒体も含む）内の一部記述をそのまま直接引用する場合は、「　」等の引用符で、原文を忠実に引用・転記するようにすること。出所に関しては、一例として「・・・・・」（柴﨑 1945, p.2）などと表記すればよいが、適切な形式で一貫されていれば、この限りではない。
間接引用に関しても、出所に関しては、一例として、中山（2010）の指摘によると、といったように、適切な形式で明示しておくこと。

なお引用文献の著者が複数名のときは、（柴﨑・中山 2001, pp.145-146）といったように中黒（・）で結び、外国人名のときは、初出で（Geiger, Thelin, & Gibbons, 1990）などと表記し、次回からは第一著者名の後に「et.al」として略記すること。
５．注及び謝辞
（１）注
注は最小限にとどめ、該当箇所に数字で通し番号を付記し１、文末脚注の形式で記述すること。
（２）謝辞
謝辞を記述する場合は、文末脚注の後に簡潔に記述すること。ただし査読審査の点を考慮し、採択決定後に付すこと。
６．参考文献
本文で引用・参考とした文献について、日本語文献・外国語文献とを区別せず、一覧形式で巻末に表記すること。見出しはMSゴシックとし、著者名のアルファベット順に表記すること。文献名が複数行に渡る場合は、2行名以降、1字分字下げを行うこと。

対象となる文献・史資料には、書籍（特定の章の場合も含む）、学術雑誌論文、翻訳書、オンライン資料などさまざまな媒体があるが、学術的ルールに従い、適切な方法で記述されていれば、別途、詳細な方法を定めることはない。

なおオンライン資料に関しては、URL及び閲覧日を必ず明示することとし、可能であれば該当部分を保存しておき、編集委員会の要請に応じて提出できる状態にしておくことが望ましい。

Applying K-STAP Method to the Japanese Language Program at K University
K大学の日本語プログラムにおけるK-STAPメソッドの応用
Abstract
This research note reports on an attempt of applying Kokugaku-Suishin Technology Application (K-STAP) Method, an innovative approach integrating digital technology into vocabulary building, in the current undergraduate curriculum for the Second Year Japanese Language Program at K University. Purposes of this attempt were to apply an educational method based on computer technology to Japanese classes, examine its influence on the development of students’ Japanese language ability, in particular, Japanese vocabulary for writing, and consider its application to the required Japanese language program next year. Participants, thirty students that enrolled in this course, were divided into two groups: an experimental group using K-STAP Method (n=16) and a control group without K-STAP (n=14). Results indicated that a mean score of participants in the experimental group was 10 points higher than that of a control group. Japanese Grammar Department is now on the beginning process to analyze the data obtained through the experiment and consider the possibility to introduce K-STAP Method in the whole program starting in the next academic year.
Keywords: K-STAP Method; digital technology; Japanese vocabulary; required Japanese language program; 
本研究ノートは、K大学の2年生用日本語プログラムにおける現在のカリキュラムの中で、デジタル技術を語彙力構築に生かしたK-STAPメソッド(国学推進テクノロジー・アプリケーション・メソッド)と呼ばれる最新の方法を適応した試みを報告するものである。その目的は、パソコン技術に基づく教育方法を授業に取り入れることで、基礎的な日本語能力、特に文章作成に必要な語彙力がどのように伸びるかを検証し、次年度からの必須日本語教育プログラムへの適用を検討することである。当該のコースに在籍する30名の学生を２グループに分けて調査を行なった。K－STAPメソッドを用いて学修を行なった実験郡（被験者数16名）では期末テストの平均成績が、それを行なわなかった統制郡（被験者数14名）に比べて10ポイント高かった。この結果を受け、当日本語文法学科では、詳細な分析を行なうと共に、来年度からのK-STAPメソッドの積極的な導入を検討し始めている。
キーワード：K-STAPメソッド、デジタル技術、日本語の語彙、日本語の必須科目
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